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勘定科目名称の統一化の必要性
佐々木敏博
はじめに
　簿記教育上、重要な問題のうちの一つに、初学者に対する簿記教育がある。
そこでは、理論的に整然としたわかりやすい、しかも時代に適合する簿記の
導入を行うことが必要であろう。しかし、諸々の点に問題が多くあることは、
簿記教育に携わるものであれば等しく感ずるところである。例えば、財貨・
用役・給付等のなじみの薄い難解な用語や資本・損益等多義的に用いられる
用語の説明、企業会計における簿記の位置づけ、収益・費用の説明、取引の
8要素等の基礎概念に関する問題や、商品売買の処理、帳簿組織等期中取引
の処理に関する問題、あるいは簿記一巡に決算整理を含めるか否か、決算手
続と精算表の位置づけなどの決算手続に関する問題などである。また、別記
資料（pp。140－144）にあるように、同一の取引を示すのに複数の勘定科目
があり、しかもそれらが文部省検定済高等学校商業科用教科書「簿記」・「会
計」・「工業簿記」（以下教科書という）問や各種検定間にも存在し、学習者に
無用の混乱をもたらしているのである。このことについて、「簿記上で複数
の処理方法のあるものについて、複数の処理方法を教えることは必要であろ
うが、最善の方法があるか否か検討を要しよう。勘定科目の用い方について、
同一事実について複数の科目がみられる場合、徹底的に検討を重ね、同一事
実に対して同一科目となることを目指してみるべきである。」、）と指摘され
るように、勘定科目の名称・処理法・帳簿の形式等を統一することは、効率
的な指導法の実践・開発のためにも前提となる基礎的な問題の一つであろう。
　本稿では、同一内容の取引について異なる勘定科目名称が使用されている
が、簿記教育の効率性から、勘定科目を統一すべきであるとの視角のもとに、
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複数ある勘定科目にはどのようなものがあるかを調べ、その統一化の可能性
を考察するものである。
1．勘定科目の不統一の状況
　資料1の検定間相違勘定科目一覧表には、全国商業高等学校協会（以下全
商という）と全国経理学校協会（以下全経という）の両簿記検定の各級の勘定
科目および勘定科目表より、商業簿記に関する勘定科目で相違するものだけ
を集め、次にそれらのうち、日本商工会議所（以下日商という）の簿記検定試
験許容勘定科目表に記載されているものについて列記している。ここでは、
それに記載されているものもふくめて、先ず教科書で記載されている勘定科
目のうち、前払金と前渡金、未収金と未収入金、修繕費と修繕料ならびに商
品売買益、商品販売益および商品売上益について検討する。
（1）前払金と前渡金
　現行の高校用の教科書は平成元年12月に発行された『高等学校学習指導
要領解説商業編』に基づいて編集執筆されているのが実態である。その
「（3）取引の記帳」の部で、売掛金・買掛金、受取手形・支払手形以外のいわ
ゆる「その他の債権・債務の記帳」の箇所で「前払金（または前渡金）勘定」と
記述されている。全商、全経共に前払金の表示であるので、検定間相違勘定
科目一覧表には記載していないが、日商の許容科目欄（B欄）には前払手付金、
支払手付金と共に記載されている。実務では前渡金の方が使われているが、）、
次の理由で前払金とすべきと考える。すなわち、画数としても書き易いし、
債務たる前受金と対照的であり、前払費用や前受収益等の経過勘定の学習時
にも共通するところがあり、資産性を理解するのに有利だからである。
（2）未収金と未収入金
　前払金と同じく、教科書「簿記」では、その他の債権・債務の記帳の箇所
で学習する。また、全商・全経・日商の扱いも同様で、教科書では「未収金」
で表示されているが、同時に「未収入金ともいう」と示されることが多い。
しかも、J　I　S勘定科目コードでも、財務諸表規則取扱要領でも「未収入金」
一130一
勘定科目名称の統一化の必要性
で例示されている。しかし、「未収入金」は、「商品の販売と役務の給付をと
もに主たる業務としている場合は、役務の給付に対する売掛金を、売掛金勘
定の明細として未収入金勘定を使用してもよい。しかし、未収金勘定は別勘
定である。」、，との説もあり、対照的な勘定である「未払金」を「未支出金」
といわれることも稀であるので、「未収金」勘定で統一した方が望ましい。
（3）修繕費と修繕料
　教科書では、修繕費は「簿記」、「会計」で扱われ、修繕料は「工業簿記」
で用いられている。すなわち修繕料は原価要素と費目別計算の箇所で、経費
の形態別分類の1科目として示されている。それは、修繕料は原価計算基準
第2章第2節10に例示されているところから理解できることである。しか
し、検定試験間では、全商の工業簿記の勘定科目群に修繕料が指定されてお
り、学習者からすれば商業簿記分野では修繕費を用い、工業簿記では修繕料
と使い分けるという余計な注意を払わなければならない負担が強いられるこ
とになっている。一方、日商では工業簿記を除く商業簿記分野の許容勘定科
目の中に、（支払）修繕料と例示されているので、学習者が混乱するのも頷け
るところである。原価計算基準にも必要に応じ複合費として修繕費を設定で
きると規定しているし、学習者の混乱を回避する点からも、工業簿記の分野
でも修繕費の使用を認めるべきである。しかも、全経1級工業簿記の勘定科
目表には修繕費と記載されているのである。もっとも、複合費のもつ正確な
計算上の把握の困難性や第1次的な形態別分類による原価費目が表面に出て
こないなどの性質把握はまた、別問題である。
　（4）商品売買益、商品販売益および商品売上益
　商品売買益・商品販売益・商品売上益は、従来、教科書の内それぞれ4冊、
3冊、1冊に使用されていたが、平成6年度版より、商品売買益7冊、商品
売上益1冊（森田哲彌『新・簿記』大原出版）となったことは統一化の方向
にあり、注目すべきことであると思われる。それぞれの勘定科目にそれなり
の根拠づけが考えられようが、好みの問題の要素もあり、学習者の不要な混
乱を考えると、最も多いものに統一するとよい。しかも、先物売買等特殊な
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売買形態の場合をも包含する意味で商品売買益が望ましいと考える。なお、
検定問では、全商と日商A欄が商品売買益、全経が商品販売益である。
　これらの勘定科目は、商品売買取引を処理する際の一つの方法であるいわ
ゆる分記法において用いられる勘定である。分記法は例えば、原価￥400の
商品を￥500で現金売りした取引を
　　　（借方）現金500　　　（貸方）商　　　品400
　　　　　　　　　　　　　　　　商品売買益100
と仕訳するように、簿記導入段階で商品勘定の資産性や商品売買益勘定を収
益勘定の主たる勘定として理解させる容易性が期待されて、すべての教科書
で記載している処理法である。
　しかし、分記法で処理するには、「販売のつど直ちにその商品の原価がわ
かり、売上原価と販売益との区分ができなければならない」。このような
「常に商品の増加・減少を金額的に把握しうる」「商品有高帳の記入を必須の
前提条件とするのである」が、「このような条件が満たされるのは、むしろ
例外的な場合といってもいい程で」、「種類・型・大きさ等を異にする多様な
商品が大量に取り扱われている場合には、実際問題としてほとんど不可能で
ある」ので、「分記法はその実際的意義の少ないものである」。、、そこで、商
品売買取引の記帳は総記法、さらに3分（割）法（仕入、売上、繰越商品）へと続
けられるのが普通である。しかし、総記法は期末における商品売買益計算処
理の理解困難さや、「勘定を設定する場合の基本は、勘定内容の同質性と借
方・貸方記入内容の対照性とを維持することであり、そのような勘定成立要
件に照らして、商品勘定を混合勘定とするやり方をとる総記法は、適当でな
いといわなければならない」，〉ことなどから、教科書では、総記法の用語も
記述もない。また、分記法やそれ以外の処理方法は、「販売益というものが
一体どの段階でもって分離計上されるのか、この販売益の分離計上時点に関
する勘定処理上の違いではないか」、「いわゆる簿記の目的のために、一体ど
れが合理的かという場合に、確かに期間利益の計数的確定といっても、そこ
で目的とするものは（販売益という…筆者挿入）利益の純額だけでは決してな
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い。」6）のである。あるいはまた、分記法は、一航海、一つのメッセが会計
上の計算期間であった「中世のいわゆる冒険商人の時代には十分に意味を持
つことが出来た」が、「今日の会計が前提とする継続企業とはまったく異な
る仮定に立脚したものとして実質的な意味をもち」、妥当性を有しないので、
「たとえ初心者への教育上の配慮からであるとしても、分記法を教えること
には問題がある」，）という指摘もある。さらには、「いわゆる『分記法』、つ
まり、商品勘定について販売のその都度個別的に販売益を計上するやり方は、
往時（14－5世紀…筆者挿入）より例外を除き、採用されたことがない。仕入
額を各商品勘定に借記し、売上額を各商品勘定に貸記するいわゆる『総記法』
が一般に用いられてきた」。8）
　　「『分記法』なるものは、いわゆる『混合（化）取引』を、『財産取引』と
　『損益取引』とに人為的に分離するという擬制的で“static”な観点に立
　脚した観念の産物であり、商品販売取引の事実ないし実態を忠実に反映し
　たものではない。例えば、商品（原価500円）を800円で売却した場合、
　　　　（借方）現金800円＊　　（貸方）商品800円＊　＊原文のまま
　とする仕訳は、『事実の正確な記録』ではないと誤解して、事実を正確に
　示すためには、財産取引と損益取引とに分解して、
　　（1）…（借方）現金500円　　　　（貸方）商品500円
　　（2）…（借方〉現金300円　　　　（貸方）商品販売益300円
　とすべきという。しかし、この方法は、実際上不可能ないし困難であるの
　で『便宜上』、先に示した商品勘定の貸方を売価で記録するいわゆる『総
　記法』によるのだと。シェヤーの忠実な祖述者である上野道輔博士は、
　『新稿簿記原理』（上・197頁）で以上のようにいう。
　　　　（借方）現金800円　　　　（貸方）商品500円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商品販売益300円
　とするは、先に示した分解取引の二つの仕訳を合体したものである。『混
　合取引』を、『事実の正確な記録』のために『財産取引』と『損益取引』
　とに分解するという発想は、まったく正しくない。先の例でいえば、貨幣
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　資本（G；500）→財貨資本（W；500）→貨幣資本（G’；800）の資本循環運動
　に即して、『取引の事実』を正確・忠実に商品勘定に示すものは、むしろ、
　『総記法』とよばれている方式にほかならぬ。取引を人為的に分解する
　『分記法』は資本循環に関わる『事実の正確・忠実な記録』ではない。『分
　記法』の根本的な誤謬は、もともと商品勘定の本来の機能を正しく認識し
　ていないことに基づく。商品勘定を開設する主意は、昔も今も、一貫して、
　『商品ノ売買ヨリシテ生スル所ノ損益ヲ知ランガ為』である。」9）「（久野）
　は、縁があって英米の古典簿記書を検討する機会に恵まれたが、未だ『分
　記法』なるものにお目にかかったことはない」。、。）
　このように考察すると、分記法の説明は教科書から除くべきではないだろ
うか。分記法から3分法に学習を進めた後、「分記法の学習は無駄だった」と
か「騙されたみたい」等という学習者からの苦言も聞かずにすむからである。
2．各種検定間および教科書と検定間の不統一・一
（1）貸倒引当損、貸倒引当金繰入（額）、貸倒損失、貸倒償却
　売掛金や受取手形の売上債権に関する貸倒れの記帳は、ふつう、次のよう
に説明される。「貸倒れが生じたときは、貸倒損失勘定の借方に記入すると
同時に、売掛金または受取手形勘定の貸方に記入する。しかし、実務上は、
現実に貸倒れが生じたときに、そのような処理をするのではなく、決算に際
し、あらかじめ貸倒れを見積り、費用に計上しておく方法が採られる。具体
的には貸倒引当損勘定の借方に記入すると同時に、貸倒引当金勘定の貸方に
記入するのである。…もし、貸倒引当金が￥24，000しか設けられていない
のに、売掛金￥30，000が貸し倒れになったときは、不足分の￥6，000は貸倒
損失としなければならない」。11）ただし、この処理法と異なり、貸倒発生時
に貸倒引当金勘定残高の有無に関わらず、（借方）貸倒損失とする方法もあ
る。12〉
　勘定科目に関する問題点の第一は、教科書や全商では上記の貸倒引当損、
貸倒損失のどちらも貸倒償却で統一して使用されていることである。このこ
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とは貸倒引当損、貸倒引当金繰入、貸倒引当金繰入額、貸倒損失など数ある
科目を統一する主旨からは頷けなくはない。しかし、償却という語の意味に
着目すると、広辞苑によれば償却の第一義は「償（つぐな）い却（かえ）す」こ
とであり、貸倒引当金設定時の相手科目のときばかりでなく、現実に貸倒れ
が生じたときにもそぐわないものである。全経は簿記検定試験が文部省認定
になったのを機に勘定科目表を平成7月11月の改訂に際し、貸倒引当金設
定時の借方科目をそれまでの貸倒償却から貸倒引当金繰入に変更した。
　たしかに、引当金の相手科目、すなわち引当計上による当期の費用・損失
を、当期に確定した費用・損失と区別して、○○引当損（費）、OO引当金繰
入、OO引当金繰入額のような科目名称の使用によれば、見積りに基づく費
用（例えば貸倒引当損）と実際に確定した費用（例えば貸倒損失）とを区別する
利点は認められる。しかし、費用の計上において、「見積りに基づいている
事実は『引当金』によって示されている。…さらに、見積りといえども、そ
の期に発生していると見なすのであるから、見積部分だけ費用について区別
する必要もないといえる」。13）期間損益計算上に費用の本質認識に従って、
見積にもとづく費用とそうでない費用とを区別することなく、勘定科目名称
の統一的使用が強く望まれるところである。
　このように考察すると、貸倒れに関する費用科目としては貸倒損失で統一
してよいと思われるが、「概念としては、原価のうち収益と対応される部分
が費用であり、収益の獲得に貢献しない価値の喪失が損失である」14）ならば、
評価損や売却損など他の費用科目との類似性からしても貸倒損（かしだおれ
そん）に統一してもよいのではないかと考える。また、償却の語義の問題か
らみれば、償却債権取立益は貸倒債権取立益とあらためるべきであろう。
　（2）退職給与金、退職金、退職給与引当金繰入
　貸倒れに関する勘定科目の問題と似て、退職金に関して退職給与金、退職
金、退職給与引当金繰入の勘定科目が使われている。この場合、上記と同じ
く考察すると、退職金か退職給与金に統一することが考えられるが、費用や
収益の名目勘定（nominal　account）に「金」がつくのは実在勘定（real　ac一
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count）と誤解する要因を抱えることになるので、退職給与に統一するとよ
いと考える。この意味からすると、受取配当金は受取配当とすべきである。
（3）減価償却費
　減価償却費は貸倒償却と同じく償却が用いられている科目である。償却の
語義からすればあるいは「減価償却はすでに発生した減価を償却するもので
ある」15）という解釈に合致するかもしれないが、「減価償却の最も重要な目
的は、適正な費用配分を行うことによって、毎期の損益計算を正確ならしめ
ることである。」（連続意見書第三「有形固定資産の減価償却について」第一）
という減価償却の目的からすれば償却という語は適当でないと思われる。こ
の点について次の指摘は一考に値しよう。
　　「わが国の銀行業の会計では、明治初年以来、伝統的に『価額錆却』と
　いう用語（『銀行条例施行規則』の法定用語）を使ってきた。この用語はなか
　なか味のある表現である。固定資産に投下された『価額を錆（けず）り却
　（と）って』費用化するという償却本来の内容をよく表現していると思う。
　ちなみに明治期・大正期にはこのほかに『減価消却』・『原価消却』・『減価
　引除』といった用語例もある。減価償却という用語では、『価値の減少を
償う』という意味にとられやすいところから『投下原価の期間的費用配分』
　ないし『投下資本の期間的費消の会計的測定』という償却本来の主旨から
　は、いささか穏当を欠くうらみがあるように思われる。この点は、英語の
‘depreciation’も‘appreciatioゴ（増価）の対語であるから、同様の問題が
ある。イギリスの会計学者で暖簾研究の権威リーク（P．D．Leake，
Depreciation　and　Wasting　Assets，Fifth　ed．，1948，pp．5－7）は、‘depre－
ciation’に代えて‘expired　capital　outlay’（費消した資本的支出）とする
ことを提案している。専門用語として、いささか冗漫の感じがしないでも
ないが、名が体を表していることは確かである。メイ（G．O．May，Twenty－
Five　Years　of　Accounting　Responsibility，1936，Vol．1，pp．154－155）は、
この‘depreciation’という用語について、要約すると次のような批判的な
意見を述べている。
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　　‘depreciation’の本来の意味は価値の減少であり、一般人の減価償却に
　対する誤解は、この用語に由来していると思われる。この用語法は、期間
　的原価の配分による費用化という償却本来の意義を保持しようと努力して
　いる会計専門家が、一般人の啓蒙に当たって直面する大きな障害になって
　いる」。、6〉
　このように考察すると、広辞苑では、「償却」の第2義として「減価償却
の略」とあるが、減価償却費という科目名称は、本来の目的に即した適切な
名称に変更されることが望まれるものである。
（4〉その他の科目について
　その他科目変更案として考えられるものに、次のようなものがある。
　①当座借越…当座借入金、建設仮勘定…建設仮払金
　②売上割引…支払割引
　③仕入割引…受取割引
　④退職給与引当定期預金…退職給与用定期預金
　⑤合併差益…合併剰余金
　⑥減資差益…減資剰余金
　⑦法人税、法人税等…法人税等
　・・の左側の勘定科目はすべて全商の例示科目であるが、右側の勘定科目に
代えたら無用の混乱が少なく、学習し易いであろうと思われるものである。
①はともに勘定科目の明瞭化を狙いとしたものである。②、③は財務上の損
益であることと、費用か収益かの区別が間違えないようにとの配慮がある。
④も別にある減債用定期預金に倣ったものであり、⑤、⑥は資本に属する勘
定科目であるのに、損・益が使われることからの誤解を生じさせないように
と配慮したからである。⑦は実際の納税処理と一致させることと、紛らわし
さを除くためである。
　各種検定間でみられることで、保険料に支払いがついて支払保険料であっ
たり、地代家賃が支払家賃地代になっているが、決算時における未払分の見
越し計上を指導する際には支払がついていないほうが理解させやすいことも
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考慮すべきことと思われる。なお、全商で例示されている諸預金や営業費、
また販売費及び一般管理費、資本準備金、諸資産、諸負債等の財務諸表の表
示科目は仕訳の勘定科目としては使わないよう配慮すべきである。
3．会計ソ7卜上の科目
　1995年11月、Windows95がわが国に上陸して以来、パソコンを利用し
て会計処理を行う会計ソフトの利用の大幅な増加が予想されるところである。
数ある会計ソフトの中で1997年末現在、国内で広く販売されている会計ソ
フト7本、7）のうち4本で扱われている販売費及び一般管理費に属する勘定科
目を一覧にしたものが資料2である。ただし、いずれもパソコンショップに
おかれている販売促進用印刷物から採取したものである。また、販売費及び
一般管理費に絞ったのは、J　I　S勘定科目コードには、販売費及び一般管理
費の勘定科目は例示されていないからである。
　資料2からもわかるように、これまで検討した教科書、各種検定と比べ、
役員報酬とか給料手当などが示されており、実務的な勘定科目が使われてい
ることがよくわかる。また、貸倒引当金繰入が貸倒引当金繰入額としている
ソフトが4本のうち3本あるが、それは法人税法施行規則別表21（2）に示
されている影響と考えられるところである。
　一見して、消耗品費が事務用品費、事務用消耗品費、備品消耗品費に分か
れたり、交際費が接待交際費、図書費が新聞図書費等に2分されているが、
その必要i生はないと考える。また、外注費や教育採用費を例示しているもの
があるが、会計ソフトにより300から600科目までの差があるとしても、会
計ソフト使用者が任意に勘定科目を設定できるのであるから、そこで処理す
ることにして、あらかじめ組みこまれる勘定科目は統一するのが望ましい。
おわりに
　同一の取引事実について記帳するときに用いられる勘定科目のうち、異な
る勘定科目にはどのようなものがあり、教育の効率を高めるために勘定科目
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を統一できないかとの観点で、教科書、各種検定、会計ソフトなどに用いら
れている勘定科目を対象に検討してきた。その中で強く感じることは、学校
教育や検定試験間で扱われる勘定科目を統一する必要i生である。理想として
は、教科書、各種検定、J　I　S勘定科目コード、あるいは税法や財務諸表規
則取扱要領、会計ソフトなどで統一することが望ましいが、そのためには、
会計処理方法をふくめて複数ある勘定科目名称の根拠がどこにあるのか、ま
た、根拠がある場合でも、その根拠が妥当であるか否か、理論・実務・教育
にかかわらず慎重に検討すべきであろう。その根拠の妥当性をたどれば簿記
公準あるいは簿記原則18）や簿記目的の観点から体系的に打ち立ててゆかなく
てはならないことに気づくであろう。もっとも簿記公準あるいは簿記原則の
内容や会計公準との関係などは必ずしも定かではない。しかし、簿記一巡の
手続を開始手続一営業手続一決算手続とみるならば、事業活動の継続性ない
しそれから派生する会計期間の記録計算という基本的命題は、簿記を成立せ
しめている前提要件の一つであり、この意味で勘定科目名称を期間計算の観
点から見直す作業が必須である。
　また、簿記目的はしばしば、財産・損益の管理のためという内部管理目的
と財務諸表作成のためという外部管理目的とが指摘される。、，）この二つの簿
記目的のどちらに重点をおくかにより、簿記上の処理方法や勘定科目が異な
りうるかもしれないが、果たして異なったままでよいものなのか、統一化は
できないものなのかの検討はなされるべきであろう。「取引記入に際しては
取引をその事実どおりに記入するということが必要とされるのであり、たと
え同一取引について多様な仕訳の可能性があったとしても、このような取引
記入の本質に照らして、どれが正しい仕訳であるかを判断できるようになっ
ておかなければならない」、。〉からである。ここにいたってわれわれは、複式
簿記の基本的特徴である「事実どおりに」（あるがままに）記帳するの事実と
は何か、「取引記入の本質」とは何か、取引記入は事実どおりに描写できる
のか否か等の問題に踏み込まなければならない。かくして、簿記と会計理論
との有機的・体系的統合に向かった交渉の出発点に立つのである。
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資料1
検定間相違勘定科目一覧
（1）全国商業高等学校協会（以下全商という）と全国経理学校協会（以下全経という）の両簿
　記検定の各級の勘定科目および勘定科目表より、相違するものだけを集めたものである。
　次に、それらのうち、日本商工会議所（以下日商という）の簿記検定試験許容勘定科目表に
　記載されているものについて示している。
（2）注
　1．××を付してあるものは、明示された以外の各種のものを意味する。たとえば××預
　　金は通知預金、積立預金等
　2．経過項目について、全商は例えば「前払費用に関する勘定」と示しており、全経は例
　　えば前払家賃、前払保険料などと示されているが省略した。
　3．全商の（）の中は、省略することもあることや、損あるいは益を示す。
（3）日商の前書き
　　A欄の勘定科目が標準的な勘定科目であって、その許容勘定科目がB欄に示されてい
　る。ただし、※印の勘定科目については、当該試験問題の内容に応じて、括弧内に例示し
　たような科目を用いてもよいし、特別の指示がない限り、※印の勘定科目そのものを用
　いてもよいこととする。
日　　　商全　　　商 全　　　経 A　　欄　　　　　B　　欄
3級
雑益 雑益・雑収入（4級） 雑益　　　　　　i雑収入、雑収益
広告料．．．． ．広蛋費広告宣伝劃．よ級）．．
諸豫金＿．
従業員立替金 立替金
腿行甦．鞭莚期題鉦
※立替金　　　　（例、従業員立替金）
．従業員立養金＿，
従業員預り金 預り金、従業員預り金 ※預り金　　　　1（例、従業員預り金）
一所得税豫り金．．、 、颪得税預堕金．＿
商品売買（損）益 商品販売益（4級） 商品売買益　　　（商品）販売益、（商品）売
．交際費．．．
1虹租益、産贔売買損益”十
営業費．．．．
貸坦償却＿
貸坦償却．．．
．貸倒型当金繰入．．．
、黛倒撮朱＿． ：唇翻籔興灘艶貸膿L
．事叢税．．．．
．固定資産撹、＿
割引料 支払割引料 鱗鍛灘灘恵・及
2級
仮払法人税 仮払法人税等
仮払法人税笠．、．
圭置商贔＿ ．圭着邑＿ 去養贔．．．．　　i　i購商品＿
建物減価償却累計額
備品減価償却累計額
減価償却累計額 婆講鷺難灘轟償、，．計額）
車亜運毅具減価償却累計額．
支店 支店
．ΩΩ玄店．．．．
未払法人税 未払法人税等 未払法人税等　　i法人税等未払金
未払法人税等
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未払（株主）配当金
固定資産売却（損）益
社債償還（損）益
法人税
法人税等
未払配当金
未着品売上
積送品売上
割賦売上
福利厚生費
保管料
固定資産売却益
固定資産売却損
社債償還益
社債償還損．．．．
法人税等
未払配当金　　　i株主配当金、配当金
未着品売上　i売上
積送品売上　　　i売上
割賦売上　　　　i売上　　　　　　　一昏一一
保管料　　　　　1倉敷料、倉庫料、
　　　　　　　　i倉庫使用料
※固定資産売却益i（例、土地売却益）
※固定資産売却損i（例、建物売却損）
　固定資産売却益i固定資産売却損益
　固定資産売却損i固定資産処分（損）益
法人税等　　　　i法人税住民税（等）
1級（会計）
減債用××預金
退職給与引当××預金
差入有価証券
別段預金
納税準備預金
自己株式
自己社債
貸付有価証券
差入有価証券
保管有価証券
貯蔵品
借地権
商標権
実用新案権
意匠権
出資金
未払中間配当金
商品券
社債申込証拠金
賞与引当金
預り有価証券
借入有価証券
転換社債
事業拡張積立金
株式申込証拠金
試用品売上
割賦売上利益戻入
為替差益
為替差損
投資有価証券売却益
預け有価証券　　i差入保証有価証券
　　　　　　　一1一一
　　　　　　　一昏一一
　　　　　　　一昏一一
預り有価証券　　i預り保証有価証券
　　　　　　　一÷一一
株式申込証拠金i申込証拠金
試用（品涜上　涜上
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前期OO修正益
、煎期ΩΩ修正損＿
一十一一．聖替費．．．
．．ソ。二蓋避．．． 曽曹『一一一『
．賞与副当金繰入
退職給与金 退職給与引当金繰入 退職給与引当金繰i退職給与引当損、
退職給与金 込丈額．）、退職金　．1．退職給与（金）
修繕費 修繕引当金繰入 修繕費　　　　　i（支払）修繕料、
．」、修理費、修繕維持費
．適標権償却
、実用新案権償却
．意匠権償却
建設利息償却
逡資直価誕券証価損 一一→杓一一冒
災害損失 臨時損失
火災損失
除却損 固定資産除却損
OO圧縮損
OO未決算
OO圧縮調整勘定 一十一一
割引手形見返
割引手形
手形裏書義務見返
壬形裏書義務
保証債務見返
保証債務
先物売渡契約未収金 一十一・
先物売渡契約
先物買受契約
．先麹買受契約圭払金．．．
受託販売
．受託買付 一イー一
劃興返匠上 割賦仮売上 ・・イー一
割賦売掛金 ．劃賦販売売掛金
越思亟）売上 試用仮売上 ”十”一
試用品 ．』試用販売売掛金
減債積立金取崩（益）
蓋築積立金聖制益1．
甲　一　門一冒－－一
国庫補助金
建設助成金
一÷一＿
工事負担金
保険差益
債務免除益
一→一一一
割賦売上利益控除 ”｛””
繰延割賦売上利益
内部利益控除
F”一冒一一一経延内部利益
繰延内部利益戻入
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追徴法人税等 追徴法人税等　　　i追徴法人税住民税（等）
．槌加）迭ム磁笠＿
機械装置減価償却累計額
開始残高
決算残高
一→一一
中間配当額
利益準備金積立額
連結調整勘定
連結調整勘定償却
少数株主持分
一　一　輔一　一　一　一
少数株主持分損益
資料2
会計ソフト「販売費及び一般管理費」勘定科目
P　C　A会計 弥生会計95 小　番　頭 会　　計　王
ピー・シー・エー インテユイット インテユイット ソリマチ
役員報酬 役員報酬 役員報酬 役員報酬
給料手当 給料手当 給料手当 給料手当
賞与 賞与 賞与 賞与
雑給 雑給 雑給
退職金 退職金
法定福利費 法定福利費 法定福利費 法定福利費
福利厚生費 福利厚生費 福利厚生費 福利厚生費
退職引当金繰入 退職給与引当金繰入
旅費交通費 旅費交通費 旅費交通費 旅費交通費
通信費 通信費 通信費 通信費
販売手数料 販売手数料
荷造運賃 荷造運賃手数料 荷造発送費 荷造運賃
広告宣伝費 広告宣伝費 広告宣伝費 広告宣伝費
交際費 接待交際費 交際費 接待交際費
会議費 会議費 会議費 会議費
採用教育費
外注費
燃料費
水道光熱費 水道光熱費 水道光熱費 水道光熱費
消耗品費 消耗品費 消耗品費 備品消耗品費
租税公課 租税公課 租税公課
図書費 新聞図書費 新聞図書費 新聞図書費
支払手数料 支払手数料 支払手数料 支払手数料
諸会費 諸会費 諸会費 諸会費
寄付金 寄付金
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リース料 リース料
支払報酬 支払報酬
支払地代家賃 地代家賃 地代家賃
賃借料 賃借料
保険料 支払保険料 保険料
修繕費 修繕費 修繕費
事務用品費 事務用品費 事務用消耗品費 事務用消耗品費
減価償却費 減価償却費 減価償却費 減価償却費
貸倒引当金繰入 貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額
賞与引当金繰入
債権償却繰入
貸倒損失 貸倒損失
雑費 雑費 雑費
注
1）内山力「簿記教育における諸問題」『日本簿記学会年報』創刊第1号
　［1985年］p．13．
2）日本工業規格J　I　S　XO406－1987勘定科目コード、「財務諸表等の用
　語、様式及び作成方法に関する取扱要領」（略して財務諸表取扱要領とい
　う）〈様式第1号〉　でも前渡金と例示されている。
3）鬼木繁「簿記の流れと主要勘定の内容」『会計人コース』第24巻第1
　号（1989年1月号）p．17．
4）安平昭二『精説　簿記原理』中央経済社［1979年］pp．78－80．
5）武田隆二『簿記1』税務経理協会［1996年］p．156．
6）井上良二・馬場孝夫「簿記処理の相違点を検討する」『会計人コース』
　第22巻第11号（1987年11月号）pp．20－2L
7）飯野利夫「商品会計処理法の吟味一新三分法の提唱一」『会計人コース』
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〔付記〕
本稿は、日本簿記学会第7回関東部会における報告（「簿記の処理方法と
勘定科目の名称の統一化を指向して　　高校の簿記教育の立場から　　」
『日本簿記学会年報』第7号，1992年）を基に、再検討し加筆・修正した
ものである。
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